
告 示

〇支庁長の統轄に属さない出先機関の指定の一部改正…………………………（人事課） ９５

〇北海道職員の特殊勤務手当に関する条例に基づく医学研究調査手当の額の一部改

正……………………………………………………………………………………（人事課） ９５

〇北海道告示の左横書きの実施等に関する告示の廃止……………………（法制文書課） ９５

〇北海道不動産鑑定業者登録簿閲覧所の場所及び閲覧規則の一部改正

…………………………………………………………………………（企画振興部総務課） ９５

〇土地改良区の定款の変更の認可……………………………………………（農業支援課） ９６

〇農業振興地域の指定の一部改正……………………………………………（農地調整課） ９６

〇漁港区域に係る海岸保全区域の指定の一部改正…………………………（漁港漁村課） ９７

〇漁港管理者の管理区域の指定の一部改正…………………………………（漁港漁村課） ９７

〇漁港管理者の管理区域の指定………………………………………………（漁港漁村課） ９８

〇知事権限に係る保安林の指定施業要件の変更…………………………………（治山課） ９８

〇農林水産大臣権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定………………（治山課） ９８

〇道路の供用の開始…………………………………………………………………（道路課） ９８

〇急傾斜地崩壊危険区域の指定………………………………………………（砂防災害課） ９９

〇都市計画の変更の決定………………………………………………………（都市計画課） ９９

〇北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指定…………（出納局総務課）１００

道教育庁上川教育局告示

〇特定調達契約に係る落札者等の公示…………………………………………………………１００

道教育庁網走教育局告示

〇特定調達契約に係る落札者等の公示（２件）………………………………………………１００

道監査委員告示

〇北海道監査委員事務局の組織及び運営に関する規程の一部を改正する規程……………１０１

道公安委員会規則

〇北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則……………………………………１０１

〇北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則の一部を改正する規則…………………１０３

〇北海道公安委員会規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則………………１０３

〇北海道公安委員会の所掌する事務に係る手数料の免除に関する規則の一部を改正
する規則…………………………………………………………………………………………１０３

道警察本部告示

〇特定調達契約に係る資格に関する公示………………………………………………………１０４
〇特定調達契約に係る入札の公告………………………………………………………………１０４
〇安全運転管理者等講習実施規程の一部を改正する規程……………………………………１０５

告 示

北海道告示第２２５号

昭和４１年北海道告示第２３３７号（支庁長の統轄に属さない出先機関の指定）の一部を次のよ
うに改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
「北海道食品加工研究センター
北海道競馬事務所

を「北海道食品加工研究センター」に改める。
」

北海道告示第２２６号

昭和４７年北海道告示第１１６２号（北海道職員の特殊勤務手当に関する条例に基づく医学研究
調査手当の額）の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
第２項から第４項までを削り、第１項の表その他の項中「北海道立中央乳児院」を削り、
「所長、センター長及び院長」を「所長及びセンター長」に改め、第１項の項番号を削る。

北海道告示第２２７号

平成１４年北海道告示第２０２７号（北海道告示の左横書きの実施等に関する告示）は、廃止す
る。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第２２８号

昭和４０年北海道告示第６０１号（北海道不動産鑑定業者登録簿閲覧所の場所及び閲覧規則）
の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。
平成２１年３月３１日
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北海道知事 高 橋 はるみ
第１の事項中「北海道企画振興部総務課」を「北海道総合政策部計画推進局」に改める。

北海道告示第２２９号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、平成２１年３月２３日、空
知土地改良区の定款の変更を認可した。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第２３０号

昭和４５年北海道告示第７０３号（農業振興地域の指定）等の一部を次のように改正する。
その農業振興地域の区域を表示した図面は、北海道農政部農業経営局農地調整課及び関係
支庁に備え置いて縦覧に供する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 昭和４５年北海道告示第７０３号の一部を次のように改正する。
東神楽地域の事項中「平成１９年北海道告示第７０５号」を「平成２１年北海道告示第２３８号」
に改める。
２ 昭和４５年北海道告示第７０３号の一部を次のように改正する。
帯広地域の事項中「平成２０年北海道告示第２１７号」を「平成２１年北海道告示第２３８号」に
改める。
３ 昭和４６年北海道告示第２８１４号の一部を次のように改正する。
岩見沢地域の事項を次のように改める。
岩見沢市の区域のうち、図面（第１６号）の赤色で着色した部分（都市計画法で定める用
途地域（平成１７年岩見沢市告示第１１７号により変更告示された後の用途地域及び平成６年
栗沢町告示第４６号により変更告示された後の用途地域）、防衛庁所管の土地の区域、北海
道立中央農業試験場の区域、北海道岩見沢農業高等学校の土地の区域、国有林野の区域、
道有林野の区域、石狩空知地域森林計画の岩見沢市有林野の１６林班の区域、石狩空知地域
森林計画の岩見沢市の民有林野の１、２（１から３まで、５から２１まで、２４から２８まで、
３２から３６まで、３９から４８まで及び５０から７２までの小班の区域に限る。）、３（１から１４ま
での小班の区域に限る。）、５、６（１から１０までの小班の区域に限る。）、７（１から
１２までの小班の区域に限る。）、８（１から８までの小班の区域に限る。）、１０（１から
４４まで、４８から５１まで、５３、５４及び５６から６５までの小班の区域に限る。）、１１から１５まで、
１６（１から６３まで、６５から９０まで、９２から１０１まで、１０３から１０８まで、１１０から１２３まで、
１２９から１３５まで、１４２から１５７まで及び１５９から１６９までの区域に限る。）、１７（１から４ま

で、６、８から１３まで、１７から２７まで、２９、３１、３２、３４から３７まで、４０から４８まで、５０、
５３から８５まで、８７、８８、９１から９５まで、９７、１００、１０１、１０３から１０７まで、１０９、１１３から
１１５まで、１１８から１２３まで、１２５、１２８から１３０まで、１３２、１３４から１３６まで、１３８から１４２ま
で、１４４から１４６まで、１４８、１５５から１６０まで及び１６２から１６６までの小班の区域に限る。）、
１８（３から１８まで、２０から４８まで、５０から５３まで、５５から５７まで、５９、６１、６２、６６及び７２
から７４まで、７７から７９まで、８２、８７、８８及び９０の小班の区域に限る。）、２７、２９、３０及び
３１（１から８まで、１０から１３まで、１６から２９まで、３６、３７、３９から４５まで、４８、５１から５５
まで、５７、７０から７２まで、７４から８２まで及び８４から１０２までの小班の区域に限る。）林班
の区域、石狩空知地域森林計画の岩見沢市有林野の１００４（２５から３１まで、３３、３４及び１０１
小班の区域に限る。）、１００６（５２から５４まで、５９、８２及び８３小班の区域に限る。）、１０１５、
１０１６、１０２５から１０２７まで、１０３２から１０３４まで、１０３６、１０３８、１０３９及び１０６０から１０６３までの
林班の区域並びに石狩空知地域森林計画の岩見沢市の民有林野の１００１（１、１１から１３まで、
１６から２２まで、２４、２５、２７から３０まで、５１から５４まで、８２、８３、９３、９６、１０２から１０５、
１０８の一部、１０９の一部、１１２、１１４、１１５、１１８、１１９、１２４、１２５及び１３５から１３７の小班の区
域に限る。）、１００２（２７から３０、７４から８８まで、１０９から１１１まで、１１４、１１６、１１８、１２９、
１３１、１３３から１３６まで、１４２から１４６まで、１４８から１５１まで及び１６３から１７０までの小班の区
域に限る。）、１００３（１０、２０、２１の小班の区域及び２５４番地、３３３番地の内、３３７番地の内、
３４５番地の内、３４７番地１、３４８番地、３４９番地、３５０番地１、３５０番地２、３５２番地、３５５番地、
３５６番地、３５７番地、３５８番地、３５９番地、３６０番地、３６１番地、３７０番地１、３７０番地２、３７２
番地、３７４番地の内、３７６番地３の内、３７９番地１の内、３８２番地１、３９１番地１、３９２番地２、
３９２番地３、３９２番地４、３９２番地５、３９２番地６、３９２番地７、３９２番地８、３９２番地９、３９５
番地３、４０１番地１、４０１番地２、４０１番地４、４０１番地５、４０１番地６、４０２番地３の内、
４０４番地１、４０４番地２、４０４番地３、４０４番地４、４０５番地１及び４０５番地２の区域に限
る。）、１００４（１から２４まで、２６から３１まで、３３、３４、３６から４１まで、４３、４４、４６、４７、
４９から６１まで、６３から７６まで、７９から８４まで、８６から９４まで、９７から１００まで、１０４から
１１２、１１３、１９１から１９４まで、１９６、１９７、１９９、２００、２０２から２０４まで、２０６から２０８まで、
２１１から２１６まで、２１８、２２０、２２１、２２４から２２６、２２７、２３０から２３５まで、２３８から２４３まで及
び２４５から２５４までの小班の区域に限る。）、１００６（２０、２２から２９まで、４５、４７から５０まで、
５２から５７まで、５９、６０、７１、８１から８７まで、９０、９１、１０４、１０５、１１１から１１３、１５７、１５８、
１７４、１８１から１８６まで、１８８、１９７から２０２まで、２０６から２２５まで及び２２７の小班の区域に限
る。）、１００７（２９の一部、３１、３２、３５から４５まで、６３、６９から７１まで、７３から７７まで、９７
から１００まで、１０３から１１０まで及び１１８の小班の区域に限る。）、１００８（３４、３５、５４から５７
まで、５９から６４まで、６６から７９まで、８１から８３まで、８５から８８まで、９２から１０４まで、１３８、
１４５から１４９まで、１６４から１６８まで、１８６から１９０まで、１９２から１９８まで及び２００から２０２まで
の小班の区域に限る。）、１００９（２の一部、１２、１３、２２から２６まで、２９から３１まで、３３か
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ら４０まで、４２から４９まで、５３から５８まで、７０から７５まで、７７から８３まで、９２、１０３、１０６、
１１０から１１２まで、１１４、１１５、１１７、１２０、１２５、１３９、１４０、１４２、１４５及び１４６の小班の区域に
限る。）、１０１１（２９、３１から３３まで、４９から５１まで、５９、６１、６８から７３まで及び９７の小班
の区域に限る。）、１０２１、１０２３から１０２５まで、１０２８、１０３０、１０４０から１０４４まで及び１０４６か
ら１０５９までの林班の区域に該当する区域を除いた区域
４ 昭和４７年北海道告示第３３８９号の一部を次のように改正する。
函館地域の事項中「平成１９年北海道告示第７０５号」を「平成２１年北海道告示第２３８号」に
改める。
５ 昭和４７年北海道告示第３３８９号の一部を次のように改正する。
羽幌地域の事項を次のように改める。
羽幌町の区域のうち、図面（第５３号）の赤色で着色した部分（都市計画法で定める用途
地域（平成１１年羽幌町告示第５２号により告示された用途地域）、港湾法（昭和２５年法律第
２１８号）で定める港湾隣接地区、大字天売、大字焼尻（自然公園法で定める暑寒別天売焼
尻国定公園の区域（平成２年環境庁告示第４９号により告示された区域）のうち、第３種特
別地域（字緑岡１７及び１８番地、羽幌町有林野７０（２３から３０小班の区域に限る。）林班及び
新海沢川の河川の区域（羽幌町有林野７０林班の２４、２５及び２６小班の区域に囲まれた区域に
限る。）を除く。）及び普通地域（字西浦３４５から３６２番地、字白浜２３２から３４４番地の区域
に限る。）の区域を除く。）、国有林野の区域、羽幌町有林野の区域（大字天売及び大字
焼尻の区域を除く。）並びに民有林野２（１から１３、１５から２４、４０、４２及び４３小班の区域
に限る。）、３（１から５小班の区域に限る。）、４（１から４小班の区域に限る。）、
５（１から４小班の区域に限る。）、６（１から１５小班の区域に限る。）、７（１から３３
小班の区域に限る。）、９（１から４小班の区域に限る。）、１０（１から５小班の区域に
限る。）、１１（１から１３小班の区域に限る。）、１２（１から１１小班の区域に限る。）、１３、
１４、２５から２９、３０（１から６、８から１０、１２から１７、２０から２２及び２４から４０小班の区域に
限る。）、３６、４０、４１、４２（１から２５及び３０小班の区域に限る。）、４３（１から８小班の
区域に限る。）、４４から５０及び６２林班の区域に限る。）に該当する区域を除いた区域

北海道告示第２３１号

昭和３９年北海道告示第４８８号（漁港区域に係る海岸保全区域の指定）の一部を次のように
改正する。
その関係図面は、北海道水産林務部漁港漁村課及び北海道日高支庁に備え置いて縦覧に供
する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道日高胆振沿岸春立漁港海岸保全区域の事項を次のように改める。

北海道日高胆振沿岸春立漁港海岸保全区域
市 町 村 名 海 岸 保 全 区 域
日 高 郡
新ひだか町

指定の区域
１ 点 の 位 置
基 点 １ ２から２８５度０分０秒の方向１６０．０００メートルの点

２ 北海道日高郡新ひだか町静内春立５０番１の南角（北緯４２
度１６分２５．６０５８秒、東経１４２度２８分４６．５０９６秒）
３ ２から１１７度１７分２０秒の方向３７１．０４３メートルの点
４ ３から１４４度０分０秒の方向１３０．０００メートルの点
５ 北海道日高郡新ひだか町静内春立１１２番１の西角（北緯
４２度１６分１３．７５５５秒、東経１４２度２９分０６．５４３６秒）
６ ５から１２０度５３分５７秒の方向３００．５６１メートルの点
７ ６から１１９度６分５５秒の方向３３２．４８９メートルの点
８ ７から１２４度４１分１９秒の方向３５７．１７４メートルの点
９ ８から５６度４２分７秒の方向２０４．０２５メートルの点
１０ ９から５２度１８分４４秒の方向１２７．０２５メートルの点
１１ １０から７９度０分０秒の方向６８．０００メートルの点
１２ １１から８４度４５分３８秒の方向４１．９５６メートルの点

補助点１の１ １から２０６度０分０秒の方向１００．０００メートルの点
４の１ ４から２３２度０分０秒の方向１００．０００メートルの点
５の１ ５から２３１度０分０秒の方向１００．０００メートルの点
８の１ ８から１７８度０分０秒の方向１００．０００メートルの点
１１の１ １１から１７２度０分０秒の方向１００．０００メートルの点
１２の１ １２から１８０度０分０秒の方向８０．０００メートルの点

２ 区 域
春立北地区海岸 １、２、３、４、４の１、１の１、１の各点を順次に

結んだ線により囲まれた区域
春立南地区海岸 ５、６、７、８、９、１０、１１、１２、１２の１、１１の１、

８の１、５の１、５の各点を順次に結んだ線により囲ま
れた区域

北海道告示第２３２号

昭和３９年北海道告示第４８９号（漁港管理者の管理区域の指定）の一部を次のように改正す
る。
平成２１年３月３１日
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北海道知事 高 橋 はるみ
「北海道日高胆振沿岸春立漁港海岸保全区域」を削る。

北海道告示第２３３号

海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第５条第４項の規定による協議により、次の海岸保全区
域のうち漁港区域と重複する部分を除いた区域を漁港管理者である北海道知事が管理を行う
区域として定める。
その関係図面は、北海道水産林務部漁港漁村課及び北海道日高支庁に備え置いて縦覧に供
する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
昭和３９年北海道告示第４８８号で指定した北海道日高胆振沿岸春立漁港海岸保全区域

北海道告示第２３４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件の変更に係る保

安林の所在場所
上川郡鷹栖町（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更に係る保
安林の所在場所

上川郡鷹栖町（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 名所又は旧跡の風致の保存
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道上川支庁産
業振興部林務課及び鷹栖町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２３５号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ
た。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

沙流郡平取町（国有林。次の図に示す部分に限る。）、
平取町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 次の森林については、主伐は、択伐による。
平取町（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び平取町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第２３６号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道札幌土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 美 唄 三 笠 線 美唄市字峰延原野２６８７番２地先から

美唄市字峰延原野２３７９番２地先まで
平成２１．３．３１
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道道 開発茶志内線 美唄市字上美唄原野２８２６番４地先から
美唄市字上美唄原野２２９１番２地先まで

平成２１．３．３１

道道 岩見沢三笠線 三笠市東清住町２１８番１地先から
三笠市弥生藤枝町８６番１地先（河川敷地）まで

同

道道 増 毛 稲 田 線 雨竜郡妹背牛町字妹背牛５２４５番１地先から
雨竜郡妹背牛町字妹背牛３８７番２地先まで

同

道道 奥美葉牛沼田線 雨竜郡北竜町字美葉牛３０１番１地先から
雨竜郡北竜町字美葉牛３０１番１地先まで

同

道道 札 幌 当 別 線 石狩郡当別町末広１１８番５８地先から
石狩郡当別町弥生１１７番２６地先まで

同

北海道告示第２３７号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の規
定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区域に指定する。
その関係図面は、北海道建設部土木局砂防災害課及び北海道室蘭土木現業所に備え置いて
縦覧に供する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
室蘭市小橋内町１丁目５その２地区急傾斜地崩壊危険区域
次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱４号までを順次結んだ線及び標柱１号と
標柱４号を結んだ線によって囲まれた区域
市 字 地番 標柱番号
室蘭市 小橋内町１丁目 ２１８番地先道路敷地 １、４
同 同 ２２４番９ ２
同 同 ２２４番２３ ３

北海道告示第２３８号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定により、都市計画を次のとおり
変更した。
その都市計画の図書は、北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置いて一般の縦覧に
供する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 函館圏都市計画区域区分に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域

ア 市街化調整区域から市街化区域に変更した土地の区域
函館市石川町の一部

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更した土地の区域
なし
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２ 旭川圏都市計画区域区分に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更した土地の区域
東神楽町字東神楽の一部
東神楽町北１条東２丁目

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更した土地の区域
なし
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３ 旭川圏都市計画道路に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 道路
� 都市計画を定めた土地の区域

種 別 名 称 起 点 終 点 主 な 経 過 地
幹線街路 ３・４・４６号東神楽線 旭川市

４条通２２丁目
東神楽町
南１条東２丁目

旭川市
旭神２条５丁目

（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）
４ 旭川圏都市計画下水道に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 下水道
� 都市計画を定めた土地の区域
名 称 旭川公共下水道
変更した部分
排水区域 東神楽町字東神楽の一部及び東神楽町北１条東２丁目を排水区域に編入

した。
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

５ 帯広圏都市計画区域区分に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更した土地の区域
帯広市東１０条南１５丁目、同条南１６丁目及び同条南１７丁目の各一部並びに東１１条南１４
丁目、同条南１５丁目、同条南１６丁目及び同条南１７丁目の各一部
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帯広市南町南６線の一部
帯広市西２２条南２丁目の一部

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更した土地の区域
なし
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

６ 苫小牧圏都市計画区域区分に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 区域区分
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 市街化調整区域から市街化区域に変更した土地の区域
苫小牧市字弁天の一部

イ 市街化区域から市街化調整区域に変更した土地の区域
なし
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

７ 苫小牧圏都市計画臨港地区に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 臨港地区
� 都市計画を定めた土地の区域
ア 追 加 し た 土 地 の 区 域
苫小牧市字弁天及び勇払郡厚真町字浜厚真の各一部

イ 除 外 し た 土 地 の 区 域
なし
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

北海道告示第２３９号

昭和５３年北海道告示第３７２８号（北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指
定）の一部を次のように改正する。
平成２１年３月３１日

北海道知事 高 橋 はるみ
２ 売りさばき人の項歌登農業協同組合の事項を次のように改める。
宗谷南農業協同組合 平成２１．３．１ 宗谷南農業協同組合

同 歌登支所

道教育庁上川教育局告示

北海道教育庁上川教育局告示第１８号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。

平成２１年３月３１日
北海道教育庁上川教育局長 辻 敏 裕

１ 落札に係る物品等の名称及び数量
複写機の賃貸借（３４台） 一式（１月当たりの単価）

２ 落札を決定した日
平成２１年３月１８日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社栄進堂
� 住 所 留萌市栄町２丁目５番２８号
４ 落札金額
月額賃貸借 ０円
１枚から２，０００枚まで １．９５円

２，００１枚から７，０００枚まで １．９５円
７，００１枚以上 １．４７円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年２月６日付け北海道教育庁上川教育局告示第２号及び平成２１年２月２４日付け北
海道教育庁上川教育局告示第５号
７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁上川教育局企画総務課
� 所在地 旭川市永山６条１９丁目１番１号

道教育庁網走教育局告示

北海道教育庁網走教育局告示第１６号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２１年３月３１日

北海道教育庁網走教育局長 � 村 満
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 複写機等の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙を除く。）の供給を含む。）２５台分
に係る１か月当たりの単価及び１枚当たりの単価

� 調達台数及び調達予定枚数
２５台及び１か月当たり１３７，１００枚（２５台分の調達予定枚数）

２ 落札を決定した日
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平成２１年３月１８日
３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 小林株式会社
� 住 所 北見市大通西６丁目２番地
４ 落札金額
基本複写サービス（１月当たり）
１，０００枚含む一式 １，５００円
超過複写サービス（１枚当たり）
１，００１枚から５，０００枚まで １．５０円
５，００１枚以上 １．３８円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２１年２月３日付け北海道教育庁網走教育局告示第１号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁網走教育局企画総務課
� 所在地 網走市北７条西３丁目

北海道教育庁網走教育局告示第１７号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成２１年３月３１日

北海道教育庁網走教育局長 � 村 満
１ 随意契約に係る物品等の名称及び数量
� 名 称 複写機等の賃貸借（点検、調整及び消耗品（用紙を除く。）の供給を含

む。）一式（１か月当たりの単価及び１枚当たりの単価）
� 数 量 １台 予定複写枚数 １４，０００枚（１か月当たり）
２ 随意契約の相手方を決定した日
平成２１年３月１８日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
� 氏 名 フロンティア株式会社
� 住 所 斜里郡斜里町港町７番地９
４ 随意契約による契約金額
基本複写サービス（１月当たり）
１，０００枚含む一式 ２１，０００円
超過複写サービス（１枚当たり）

１，００１枚から５，０００枚まで ３．８０円
５，００１枚以上 ３．３０円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第８号の規定による。

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道教育庁網走教育局企画総務課
� 所在地 網走市北７条西３丁目

道 監 査 委 員 告 示

北海道監査委員告示第２号

北海道監査委員事務局の組織及び運営に関する規程の一部を改正する規程を次のように定
める。
平成２１年３月３１日

北海道監査委員 段 坂 繁 美
北海道監査委員 工 藤 敏 郎
北海道監査委員 見 野 全
北海道監査委員 坂 本 人 士

北海道監査委員事務局の組織及び運営に関する規程の一部を改正する規程
北海道監査委員事務局の組織及び運営に関する規程（平成８年北海道監査委員告示第１
号）の一部を次のように改正する。
第５条第２項の表副参与の項の次に次のように加える。

専 門 参 事 上司の命を受け、特命の企画等に関する事務に従事する。

附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

道 公 安 委 員 会 規 則

北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年３月３１日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子
北海道公安委員会規則第４号
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北海道警察の組織に関する規則の一部を改正する規則
北海道警察の組織に関する規則（昭和４０年北海道公安委員会規則第２号）の一部を次のよ
うに改正する。
目次中「第３６条の４」を「第３６条の５」に改める。
第１条の２第１項中「１日につき８時間を超えない勤務時間をもって日日雇用される者及
び」を削る。
第５条中第１５号を第１６号とし、第１４号を第１５号とし、第１３号の次に次の１号を加える。
� 被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関すること。
第１０条中第５号を削り、第６号を第５号とする。

第２１条の２第１項中

「交 通 企 画 課
交通安全教育課
交 通 指 導 課
交 通 規 制 課」

を

「交通企画課
交通指導課
交通捜査課
交通規制課」

に改める。

第２２条第３号中「交通安全運動の企画」を「交通安全教育」に改め、同条中第６号を第９
号とし、第５号を第８号とし、第４号を第７号とし、第３号の次に次の３号を加える。

 交通安全活動に関すること。
� 安全運転管理者制度に関すること。
� 地域交通安全活動推進委員に関すること。
第２２条の２を削る。
第２３条第１号を次のように改める。
� 交通の指導取締りに関すること（交通捜査課の所掌に属するものを除く。）。
第２３条中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号から第７号までを１号ずつ繰り上げ
る。
第２３条の２を第２３条の３とし、第２３条の次に次の１条を加える。
（交通捜査課の所掌事務）
第２３条の２ 交通捜査課においては、次の事務をつかさどる。
� 交通関係法令違反事件及び交通事故事件の捜査に関すること。
� 交通鑑識に関すること。
� 暴走族対策に関すること。
第２４条第１号中「指導及び取締りの実施等」を「指導取締り」に改める。
第２４条の２第１号中「指導及び取締り並びに交通事故及び交通事件」を「指導取締り並び
に交通関係法令違反事件及び交通事故事件」に改める。
第３３条の２第２項中「情報公開」の次に「、個人情報の保護」を加える。
第３３条の１０を第３３条の１１とし、第３３条の３から第３３条の９までを１条ずつ繰り下げ、第３３
条の２の次に次の１条を加える。

（取調べ監督室）
第３３条の３ 総務部総務課に、取調べ監督室を附置する。
２ 取調べ監督室においては、被疑者の取調べの適正を確保するための監督の措置に関する
事務を行う。
第３５条の２第２項中「及び街頭犯罪等」を「、街頭犯罪等」に改め、「抑止対策」の次に
「及び子ども・女性に係る性犯罪等の前兆事案の取締り」を加える。
第３５条の４の見出しを「（地域実務指導室）」に改め、同条第１項中「地域指導対策室」
を「地域実務指導室」に改め、同条第２項中「地域指導対策室」を「地域実務指導室」に、
「地域警察勤務の指導」を「地域警察官の実務指導」に改める。
第３５条の９を削り、第３５条の８を第３５条の９とし、第３５条の７を第３５条の８とし、第３５条
の６を第３５条の７とし、第３５条の５の次に次の１条を加える。
（刑事調査官室）
第３５条の６ 刑事部捜査第一課に、刑事調査官室を附置する。
２ 刑事調査官室においては、変死体の検視及び犯罪死体の検証に関する事務を行う。
第３５条の１３を第３５条の１４とし、第３５条の１２を第３５条の１３とし、第３５条の１１の次に次の１条
を加える。
（交通特別捜査室）
第３５条の１２ 交通部交通捜査課に、交通特別捜査室を附置する。
２ 交通特別捜査室においては、交通特殊犯罪の捜査及び暴走族の取締りに関する事務を行
う。
第４６条第２項中「交通安全教育課、交通指導課」を「交通指導課、交通捜査課」に改める。
第４７条の２第１項中「１０課」を「９課」に改め、「外 事 課」を削り、同条第３項中
「（外事課を除く。）」を削り、「交通安全教育課、交通指導課」を「交通指導課、交通捜
査課」に改め、「、「警備課にあっては警察本部の公安第一課、公安第二課、公安第三課、
外事課及び警備課の所掌に対応する事務」とあるのは「警備課にあっては警察本部の公安第
一課、公安第二課、公安第三課及び警備課の所掌に対応する事務」と」を削り、同条中第４
項を削り、第５項を第４項とし、第６項を第５項とする。
第４７条の３第２項中「交通安全教育課、交通指導課」を「交通指導課、交通捜査課」に改
める。
第５１条第９項中「指導及び取締りの実施等」を「指導取締り」に改める。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。
（刑事訴訟法第１８９条及び第１９９条第２項の規定に基づく司法警察員等の指定に関する規則
等の一部改正）
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２ 次に掲げる規則の規定中「、外事課」を削る。

� 刑事訴訟法第１８９条及び第１９９条第２項の規定に基づく司法警察員等の指定に関する規

則（昭和２９年北海道公安委員会規則第１号）第２条第４号

� 没収保全等を請求することができる司法警察員の指定に関する規則（平成４年北海道

公安委員会規則第１０号）第１条第４号

� 傍受令状等の請求をすることができる司法警察員の指定に関する規則（平成１２年北海

道公安委員会規則第９号）第２号

北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子

北海道公安委員会規則第５号

北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則の一部を改正する規則

北海道地方警察職員の組織別定員に関する規則（昭和３２年北海道公安委員会規則第３号）

の一部を次のように改正する。

別表を次のように改める。

別表

区 分

組織別

警 察 官
警察官以
外の職員 合 計

警 視 警 部 警部補及び
巡 査 部 長 巡 査 計

北海道警察本部 １７５ ２４２ １，１７２ ４１２ ２，００１ ５７６ ２，５７７

札 幌 市 警 察 部 （３） （１） （３） （７） （３） （１０）

北海道警察学校 １２ １４ ４４ ３００ ３７０ ４１ ４１１

札幌方面警察署 １０２ ２１５ ２，２８４ １，５５２ ４，１５３ ２６３ ４，４１６

計 ２８９ ４７１ ３，５００ ２，２６４ ６，５２４ ８８０ ７，４０４

函館方面

本 部 ２２ ３４ １４９ ３５ ２４０ ６２ ３０２

警察署 １８ ４２ ３９５ １９９ ６５４ ５２ ７０６

計 ４０ ７６ ５４４ ２３４ ８９４ １１４ １，００８

旭川方面

本 部 ２２ ３５ １６９ ５０ ２７６ ６８ ３４４

警察署 ２６ ６０ ５８９ ２８２ ９５７ ８０ １，０３７

計 ４８ ９５ ７５８ ３３２ １，２３３ １４８ １，３８１

釧路方面

本 部 ２７ ４０ １８７ ４５ ２９９ ６８ ３６７

警察署 ２１ ５２ ５１６ ２９５ ８８４ ６６ ９５０

計 ４８ ９２ ７０３ ３４０ １，１８３ １３４ １，３１７

北見方面

本 部 １８ ３１ ９８ ２１ １６８ ５１ ２１９

警察署 １５ ２９ ２５９ １１７ ４２０ ３６ ４５６

計 ３３ ６０ ３５７ １３８ ５８８ ８７ ６７５

合 計 ４５８ ７９４ ５，８６２ ３，３０８ １０，４２２ １，３６３ １１，７８５

注１ 警察教養施設において、新任者として訓練中の者の定員は、北海道警察学校に含め
る。
２ 札幌市警察部の定員は、兼任制のため内数による再掲である。

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

北海道公安委員会規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子

北海道公安委員会規則第６号

北海道公安委員会規則の左横書きの実施等に関する規則を廃止する規則

北海道公安委員会規則の左横書きの実施等に関する規則（平成１４年北海道公安委員会規則

第８号）は、廃止する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

北海道公安委員会の所掌する事務に係る手数料の免除に関する規則の一部を改正する規則

をここに公布する。

平成２１年３月３１日

北海道公安委員会委員長 佐々木 亮 子

北海道公安委員会規則第７号

北海道公安委員会の所掌する事務に係る手数料の免除に関する規則の一部を改正する

規則

北海道公安委員会の所掌する事務に係る手数料の免除に関する規則（平成１２年北海道公安

委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

本則中第４号を第６号とし、第１号から第３号までを２号ずつ繰り下げ、本則に第１号及
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び第２号として次の２号を加える。
� 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項の規定に基づく救命索
発射銃の所持の許可の申請に対する審査

� 銃砲刀剣類所持等取締法第７条第２項の規定に基づく救命索発射銃の許可証の書換え
及び再交付
附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第９３号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項の規定により、一般競争入
札に参加する者に必要な資格を定めた。
平成２１年３月３１日

北海道警察本部長 鎌 田 聡
１ 資格及び調達をする特定役務の種類
平成２１年度において道が締結しようとする�に定める契約に係る一般競争入札に参加す
る者に必要な資格は、�に定めるものとし、当該契約により調達をする地方公共団体の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第２条第３号
に規定する特定役務の種類は、�に定めるものとする。
� 契 約 平成２１年３月３１日に一般競争入札の公告を行うユーロコプター

式ＡＳ３６５Ｎ２型機体（だいせつ１号）５００時間定時点検契約
� 資 格 ユーロコプター式ＡＳ３６５Ｎ２型機体（だいせつ１号）５００時間

定時点検契約に関する資格（以下「資格」という。）
� 特定役務の種類 ユーロコプター式ＡＳ３６５Ｎ２型機体（だいせつ１号）５００時間

定時点検
２ 資 格 要 件
平成１６年北海道告示第４４７号の１の�、�、�及び�によるほか、次による。

� 平成２１年３月１日現在において引き続き２年以上の回転翼航空機の修理事業を営んで
いること。

� 資格審査の申請をする日の直前１０営業年度分の決算において、１の�に定める契約と
種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、かつ、誠実に履行した者であること。

� ３トン以上の回転翼航空機の製造又は修理の能力があること。

 製造者のユーロコプター社から、Eurocoputer Approved Maintenance Centerの認定を受
けていること。

� 国土交通省が発行する事業場認定書を受けていること。
� 経済産業省が発行する航空機用機器修理方法認可証を受けていること。
３ 資 格 要 件 の 特 例
中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）、中小企業団体の組織に関する法律
（昭和３２年法律第１８５号）又は商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）の規定に基づき
設立された組合又はその連合会については、当該組合又はその連合会が次のいずれかに該
当するときは、２に掲げる営業年数等の要件は、適用しない。
� 経済産業局長が行う官公需適格組合の証明を有するとき。
� 企業組合及び協業組合にあっては、設立の際に資格を有する者であるものが構成員の
過半数を占めているとき。
また、�に該当する場合は、２の�に掲げる資格要件にあっては当該組合と組合員
（組合が指定する組合員）の合計値とし、２の�に掲げる資格要件にあっては当該組合
と組合員（組合が指定する組合員）の値の平均値とすることができる。

４ 資格審査の申請の時期及び方法
� 申 請 の 時 期 資格審査の申請は、平成２１年３月３１日（火）から平成２１年４月

２０日（月）まで（日曜日及び土曜日を除く。）の毎日午前９時か
ら午後５時までの間にしなければならない。

� 申 請 の 方 法 資格審査の申請は、次に掲げる申請書類の提出先に、当該提出
先の指示により作成した申請書類を提出することにより行わなけ
ればならない。

ア 提出先の名称 北海道警察本部総務部施設課
イ 提出先の所在地 札幌市中央区北２条西７丁目

５ 資格審査の再申請並びに資格の有効期間及び当該期間の更新手続並びに資格の喪失
平成１６年北海道告示第４４７号の３の�のアからウまで、�、４の�、�及び５の�によ
る。

北海道警察本部告示第９４号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年３月３１日

北海道警察本部長 鎌 田 聡
１ 入札に付する事項
� 調達をする特定役務の名称及び数量
ユーロコプター式ＡＳ３６５Ｎ２型機体（だいせつ１号）５００時間定時点検 一式

１０４北 海 道 公 報 第����号平成２１年３月３１日（火曜日）



� 調達をする特定役務の仕様等 入札説明書及び仕様書による。
� 契 約 期 間 契約締結日の翌日から平成２１年８月３１日まで

 履 行 場 所 契約担当者等が指定する場所
２ 入札に参加する者に必要な資格
平成２１年北海道警察本部告示第９３号に規定するユーロコプター式ＡＳ３６５Ｎ２型機体
（だいせつ１号）５００時間定時点検契約に関する資格を有すること。
３ 契約条項を示す場所
北海道警察本部総務部施設課

４ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 札幌市中央区北２条西７丁目 北海道警察本部１階入札会場

（送付による場合は、郵便番号０６０－８５２０ 北海道警察本部総務
部施設課）

� 入 札 日 時 平成２１年５月１３日 午前１１時（送付による場合は、必着）
� 開 札 場 所 �に同じ。

 開 札 日 時 �に同じ。
５ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�及び�による。

６ 入札説明書等の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ３に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る返
信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量１００グラムに見合う
郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、契約
を担当する組織に申し込むこと。
また、入札説明書については、北海道警察のホームページ
（http : //www.police.pref.hokkaido.jp/）からダウンロードすること
ができる。

� 交 付 期 間 平成２１年３月３１日（火）から平成２１年４月２０日（月）まで（日
曜日及び土曜日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで

７ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のア及び３の�による。

８ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、
、�から�まで及び�から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道警察本部総務部施設課
� 所 在 地 郵便番号０６０－８５２０ 札幌市中央区北２条西７丁目

電話番号０１１－２５１－０１１０ 内線２２８２
９ Summary

Ａ．The nature and quantity of the services to be procured : Eurocoputer Model AS365N2

(Daisetsu-I) 500-hours scheduled inspection repair services

Ｂ．Bid tendering time and date : 11 : 00 A.M., May 13, 2009

Ｃ．For further information, please contact : Facilities Division General Affairs Department,

Hokkaido Prefectural Police Headquarters Nishi 7-chome, Kita 2-jo, Chuo-ku, Sapporo,

Hokkaido 060-8520 Japan

Phone : 011-251-0110 Extension 2282

北海道警察本部告示第９５号

安全運転管理者等講習実施規程の一部を改正する規程を次のように定める。
平成２１年３月３１日

北海道警察本部長 鎌 田 聡
安全運転管理者等講習実施規程の一部を改正する規程

安全運転管理者等講習実施規程（平成５年北海道警察本部告示第４号）の一部を次のよう
に改正する。
第８条第２項中「北海道警察本部交通安全教育課長」を「北海道警察本部交通企画課長」
に改める。
別記第１号様式から別記第３号様式までの規定中「平成」を削る。
別記第４号様式中「平成」を削り、「警察本部交通部長」を「交 通 部 長」に改め
る。
別記第５号様式、別記第６号様式及び別記第９号様式の規定中「平成」を削る。
附 則

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。
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毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，０９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社
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